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インド洋国太平洋プレｰト境界海域における

島弧･海溝系の地質構造に関する研究(IPPBAS計画)

一昭和56～58年度の研究一

本座栄一(海洋地質部)･IPPBASグルｰプ

�楣����

はじめに

本研究は科学技術庁科学技術振興調整費に基づく

国際共同研究として昭和56年度から開始されているが

昭和56･57年度の2年間を事前調査および調査機器の開

発･整備にあて昭稲58年度からニュｰブリテン海溝

トンガ海溝スンダ海溝の調査を3年間で実施する予定

でIPPBAS(IndiaPacificP1ateBomdaryArcStudy)

計画と呼んでいる.

調査項目は

1マルチチャンネル音波探査等による海底地形･地質

構造の調査研究

2曳航式探査装盾による海底地形･地質精密調査研究

3海底地震計による深部海底構造の調査研究

4地殻熱流量計による地殻熱流量分布の調査研究

5海底堆積物のサンプリング調査研究

の5項目から成っている･このうち145カミ地質

調査所2が海洋科学技術センタｰ3が国立防災科学

技術センタｰがそれぞれ担当する国内3機関による共

同研究でありこれに南太平洋諸国が参加して国際共

同研究となっている.

実際の調査には海洋地学の総合研究を目ざしこの

他に地質調査所が中心となって実施されている調査もあ

りこれらは地磁気異常探査屈折法探査等である.

一部に共同研究国の陸海域の同時調査や関連調査資料の

提供等も受けている一

本研究の目的は日本列島を含めた太平洋西縁域の島

弧･海溝系の地質構造の解明を目ざしもって有用金属

鉱床石油･天然ガスの探査巨大地震あるいは火山噴

火の発生原因の解明に役立てるため充分な調査が行わ

れていないインド洋･太平洋プレｰト境界海域の代表的

た海溝周辺において関係諸国の協力のもとに調査研究

を総合的に実施しようとするものである｡本調査研究

は国際連合のアジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)等

の南太平洋の委員会等により国際的にもその実施が要

望されている｡

対外国折衝

科学技術庁の科学技術振興調整費のテｰマとして本計

画が振興局国際課(林曄課長･当時)に提案され提案計画

の審議のため昭和56年6月に開かれた研究調査委員会

(吉識雅夫委員長)から今後における国際折衝の進展を待

ってr機動的かつ弾力的な対応が必要な国際共同研究｣

の課題として推進することを期待するとの審議結果がだ

され国際折衝の進展をみて採択するテｰマのつとして

とり上げられた.

この提案をうけて昭和57年1月一2月に本計画を提案

すべくインドネシアオｰストラリアニュｰジラン

ドの3国へ原因稔科学技術庁振興局長柘植方雄海洋

開発課長地質調査所から嶋崎吉彦海外地質調査協力室

長(いずれも当時の役職)工業技術院国際研究協力課

国立防災科学技術センタｰ海洋科学技術センタｰ等の

諸機関から成るミッジョンカミ派遣され各国の基本的了

解と賛意協力を得てきた.なおオｰストラリアニュ

ｰジランドには嶋崎室長が団長となって訪問し本計画

は両国の新聞にも報道されている.またこの訪問に

先立って同じく三国を訪問した中川一郎科学技術庁長官

(当時)も本計画を提案し基本的賛意と協力の意を

うけてきている｡

その後調査当事国との折衝のため昭和57年10月に

嶋崎吉彦室長と桜井謙一海洋開発課技官がパプアニュ

ｰギニアソロモンフィｰジｰトンガ諸国を訪門し

同様の了解を得ている.特にフィｰジｰにおけるES-

CAP南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP

/SOPAC)のC.MAT0s事務局長との話合いで大略の協

力体制が決められた一これに引継いで昭和57年11月に

ニュｰジランドのウェリントンで開かれた第11回CCOP

/SOPAC総会に本座栄一と海洋科学技術センタｰの堀

田宏深海研究運航室長が出席し本計画の正式た提案と

それに引継ぐ討議で歓迎と協力の意が議事録にもり込ま

れた.

このウェリントンにおける｡coP/soPAcの総会に

は米国地質調査所ノ･ワイ大学が提口昌しオｰストラリ

アニュｰジランドの参加によるTRIPARTITE(AN-

ZAS)計画も提案されその直前に第1回調査航海も持
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写真1ウェリントンのCCOP/SOPAC第11回総会時のマオ

リ族集会所での歓迎会左側こちら向きはTRIPAR-

TITE計画責任者G.GREEN(USGS)

たれていた.南太平洋の開発途上国はTRIPARTITE

計画に対して資源探査のみを要求し各国カミ自国周辺

海域の有望資源と考えられるものを順位をつけて列挙し

その順位どおりの探査を要求している.その余勢をか

ってIPPBAS計画にも資源探査の要求がだされ学術

調査は不翠であるとの意見を述べる国もでてきた.こ

れに対して会議の席上またその合い間に説得にあた

り学術調査の中に資源探査の性格が多分にありまた

ある程度の希望に沿えるものであるが基本的には学

術調査であることを理解してくれるように努めた.ハ

ワイ大学はその機関の性格上資源探査のみというわけに

はいかず米国地質調査所にも不満の意がみうけられた

がIPPBAS計画には提案どおりに了解してくれた.

(写真1).南太平洋各国の研究機関は一様に歓迎して

くれるが国としてはいかに海底の鉱物資源石油･天

然ガス等を切実に望んでいるかその様子がよく表われ

ている.たまたま日米両国の地質調査所が資源探査

写真2ポｰトモレスビイ(PNG)でのプレグルｰズミｰティ

ングここで調査航海の要領が決定された

1985年3月号

に直接使用できる装置類を使用することから上記の要

請が出されている.なお米国地質調査所はオｰスト

ラリア･ニュｰジランドと共同で太平洋の北極から南極

にかけて縦断する学術調査として新たにTRANSECT

計画を実行している.

なお日本の共同調査計画以前からソ連が南太平洋で

の共同調査計画を提案してきているが今だに歓迎の意

が議事録に載っていない.

実際の調査に先立ち調査当事国でプレグルｰズ会議

を開いている.国際海洋法の討議以来自国の領海と

経済水域を拡大しその範囲の如何なる調査にも了解を

求めるよう要求する傾向カミ強い･日本は同条約を批准

していないカミ円滑な調査の実施のためにまた手紙等

では困難な航海計画の立案のために調査当事国で航海要

領を討議している.

昭和57年度の調査はソロモン海･ビスマルク海が予定

され海域当事国のパプアニュｰギニアのポｰトモレス

ビイでプレグルｰズ会議が開かれた｡参加国は日本

パプアニュｰギニアオｰストラリア｡coP/soPAc

事務局である･この会議で調査海域の問題点の討議か

ら調査スケジュｰルの作成乗船研究者の各国の割あて

当事国の支援体制等の討議と決定カミありその決定に従

って共同調査が実施されることになった(写真2･3).

この後昭相58年10月のトンガにおける｡coP/so-

PAcの総会直前に｡coP/sTARの第1回シンポジウ

ムがフィｰジｰのスバで開催され日本から嶋崎吉彦鉱

床部長と本座栄一が参加した.本シンポジウムはそ

の前年のウェリントンの総会で開催が決っていたもので

南太平洋の海洋鉱物･エネノレギｰ資源に関する基礎的討

議を目ざしたもので現在との様柱問題点があり如何

狂る地域にポテンシャルが考えられどの様な調査カミ望

写真3ポｰトモレスビイのパプアニュｰギニア地質調査所

実際の活動はオｰストラリアからの派遣研究者カ沖心と

なっている�
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第1表ソロモン海調査航海スケジュｰル

11月20目

11月30目一12月2目

12月3日一4日

!2月24目一26目

1月5目一6目

1月26目

神戸出港

ビスマルク海海底地震計設置

ラバウル寄港

ソロモン海西域調査

ラエ寄港

ビスマルク海海底地震計揚収

ソロモン海後半調査

ラエ寄港

神戸入港

まれるかといったことを討議しその解決策を提案してい

る｡このシンポジウムの討議と並行して日本提案の

IPPBAS計画米国提案のTRIPARTITE計画の調査

航海の討議も実施された.両計画にとって最大の問題

点は共同主席研究員の問題であった.

IPPBAS計画には日本から一人南太平洋諸国から

一人共同主席研究員をたてるという提案をしているが

TRIPARTITE計画もこれにならって米国から一人

南太平洋諸国から一人共同主席研究員をたてる予定と

なっている.ccoP/soPAc事務局は事務局員か主席

にあたることを希望しオｰストラリア･ニュｰジラン

ドは自国から主席をだすことを希望したため日米両国

は苦慮した･米国地質調査所は調停に乗り出したが

日本は｡coP/soPAc事務局にその調整を依頼した.

最終的的に事務局が妥協し日米の両計画ともオｰス

トラリア･ニュｰジランドから共同主席研究員をたてる

ことに同意している.

特にオｰストラリアは日米提案の両計画に強い関心を

示し鉱山局地質地球物理研究所々長のRoyRut1and

教授を委員長とする国内委員会を作りここでの審議に

基づいて研究者を派遣している｡オｰストラリアには

海洋地学に関する専門調査船カミ無かったが1985年から

中古の改造船による専門調査船ができ運航にあたるた

めその研修を兼ねていたことにもよるが現在の地学

の進展の大部分が海洋のデｰタからもたらされ広大な

陸地を持つオｰストラリアも海洋を無視できない状態に

なってきている現われと考えられる一

調査機器の開発･整備

国際共同研究に先立ち上記の対外折衝と平行して調

査機器の開発･整備が行われた･昭和56年度にはマル

チャンネル音波探査装置の一部が昭和57年度にはその

残り部分とピストンコアラヒｰトフロｰメｰタｰフ

リｰフォｰルグラブとカメラか開発･整備された.こ

れらの調査機器によって船上調査が可能となったわけで

あるが昭和58年度にマルチチャンネル音波探査デｰタ

処理機カミ購入され船上取得デｰタの処理が可能と匁ゆ

国内のみならず海外からも多大の期待を寄せられるに至

った.

以上本計画の実施にあたっての経緯を紹介したが昭

和58年度のニュｰブリテン島弧･海洋系の調査が昭相58

年11月一昭和59年1月に実施されている･調査時期が

年度末に近いため年度毎の紹介カミ難しいので今回は昭和

58年度の調査航海の紹介をしよう.

ソロモン海の調査航海

本計画の実施にあたり当初傭船による調査を考えて

いた･しかしながら推進委員会の委員諸氏の意見も

あり科学技術庁海洋開発課も国際共同研究にふさわし

い調査船を派遣したいという意向から海洋科学技術セ

ンタｰ所管の潜水支援船r狂つしま｣(1,530総トン)を

使用することになった.rなつしま｣はrしんかい2000｣

の支援母船として多忙なスケジュｰルをもっている.

たまたまrしんかい2000｣のドック工事に2ケ月要し

rなつしま｣は1ケ月の入渠で済むことからその間に1

ケ月を加算して2ケ月間を本調査にあてている.スケ

ジュｰル調整に苦慮する海洋科学技術センタｰの深海研

究運航室をはじめとする諸氏には常に頭の下る思いで

ある.

昭和58年度のソロモン海の調査は昭相58年11月20目に

ドック工事で入渠していた神戸を発ち12月3目にラバ

ウルに到着し各国の研究者を乗せて12月4目にラバウ

ルを発ちソロモン海の調査を開始している.共同調

査に先立ち国立防災センタｰによる海底地震計の設置

がビスマルク海で実施されている(第1表).

当時のラバウノレには湾内の海底火山が噴火する恐れカミ

あり騒然としていた.ラバウルは天然の良港であるが

外輪山カミ周囲を囲み火口域が湾となっている(写真4

5･6)最近では1937年に湾の西側で噴火があり降

灰と津波で500人が死んでいる.現在は住人も増えは

るかに大きな被害となる可能性がある(第1図).4月

頃から湾内数km深の地震活動カミ増え続け9月以降は等

指級数的に増え10月は5000/回月以上となった･ラ

バウル火山観測所では数ケ月以内の噴火の可能性が大き

いという危倶からアラｰト2を発している･

たまたまラバウル乗船ということで筆者らが観測所

を訪れたところベッドについたぱかりのLowENsTEIN

所長が起きてきて現状を説明し日本からの火山地震等

地質ニュｰス367号�
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写真5ラバウル火山観測所の地震計記録器ラバウノレのみならず

ニュｰブリテン島の代表的活火山の地震も監視している

門家の派遣を強く要請していた･調査終了後ポｰトモ

レスビイの日本大使館帰国後に関連機関べこの要請を

伝えると約してラバウルを後にした.

ラバウル出発時にハイドロホンのみを投入して曳航し

たところ湾内で多くの地鳴り狂いし気泡が発すると思

われる音が聞かれた.調査途中にラバウルに寄港する

予定を変更しラエに寄港することにした･本来なら

ラバウルの湾内の調査をする必要もあったと考えられる

が乗組員を含めて約50名の人命を危険にさらすことは

できない.ccoP/soPAc事務局では湾内調査を小船

で実施するとのことであった.

ラバウルからの乗船者は日本からの三機関の研究者の

他にパプアニュｰギアオｰストラリア｡cOP/sOPA

C事務局であり初めに希望のあったソロモン諸島は不

参加であった(第2表).

今回の乗船研究者は種々の人達からなり一部の人は

海洋調査の経験があるが一部にほとんどその経験か無

いという人もありこれは外国のみならず国内の研究機

関の人達にもいえることであった.これらの人達が1

写真6ラバウル港の｢なつしま｣
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第1図

1937年のラバウルの火山噴火の

時の降灰量南の点線は火山噴1

出物の到達限界

(Low酬sTEIN,1982)

ケ月間にわたり船内で共同生活を行うわけでありその

間に種々の軋櫟もある.しかしながら調査航海を効

率的に実施するという目的のためには皆まとまり陽気

なオｰストラリア人が主体であったため楽しい航海と

なった(写真7).

それにしても装置類はよく壊れた･故障を起さない

装置は無いという位に次から次へとトラブルが発生した.

地質調査所の研究者はそれらの修理に追われたが柱

かでもコンプレッサｰの故障は重傷であり数回にわた

り補修したが最終的に内部のピストンガイドという回

転軸をうける部分が摩耗してしまった.rなつしま｣

の機関長以下機関部の人々カミ全員でコンプレッサｰの修

理を行ってくれて何とか最後まで調査を続けることが

できた｡この努力には頭の下る思いであった(写真8･

��

採泥作業もrなつしま｣では初めてのことでありピ

ストンコアラの投入･揚収作業(写真10-14)ドレッジ

による採泥時の操船といった作業を私達の指揮のもとに

行ったがこれも瞬時のうちに会得していった.ただ

船白体はこれらの作業が容易にできるようには作られて

なく重量物を扱うため甲板作業者の安全には特別の

注意が必要であり神経を使うことが多かった.

幸い天候に恵まれ最初の2･3目を除いて他は全てベ

タたぎで毎日鏡のような海況であった.そのかわり

目中のデッキは蒸し風呂のようなもので皆少しの作業

でも滝のような汗を流していた.

写真7ソロモン海調査航海の乗船研究者とrなつしま｣の船

長以下の3役

地質ニュｰス367号�
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策2表

ソ煩モシ海調査航海乗船研究者
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本座

目
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藤縄

江口
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地質調査所

〃

〃

〃

国立防災センタｰ

〃

海洋生物研究所

海洋科学技術センタｰ

シドニｰ大学

鉱山資源局

〃

オｰストラリア国立大学

ラトロｰブ大学

〃

地質調査所

バプアニュｰギニア大学

地球物理研究所

�佐气佐�

共同主席研究員

音波探査

ヒｰトフロｰ･地磁気･採泥

音波探査

〃

海底地震計

〃

〃

STD測深

共同主席研究員

地質構造･岩石

音波探査

堆積

堆積･マンガン団塊

岩石

燃料5地質

微化石

地震

地球物理

12月26目ラエ下船

12月26目ラエ下船

12月25目ラエ下船

12月25目ラエ乗船

12月24目ラエ下船

12月24目ラエ下船

調査の経過

ソロモン海をほぼ南北に縦断する測線を設定しその

両端にあるニュｰブリテン海溝とトロブリアン舟盆を含

めた調査を行った･また一部にその南側の浅海域と放

っているトロブリアン海台の探査を行う予定であった.

これはパプアニュｰギニアの要請でありそこでの石油

ポテンシャルを知ることが目的であったが浅海域であ

るためサンゴ礁が多く正確な海図もなくその前面の

深海域から浅海域へと移行するところのサンゴ礁も海図

と実際の測位が異るなど航行自体に危険が伴うと判断

され調査を中止した･そのかわりトロブリアン東側

海域をウッドラｰクリフトにかけて調査した(第2図).

ラエ寄港後はビスマルク海の海底地震計を揚収し再

びソロモン海に入り補備測線と前半に採取できなかっ

たソロモン海盆の海底岩石等の採取を行っている(写真

��

音波探査等の物理探査測線は約2900海里に及びそのう

ち660海里がマルチチャンネル音波探査である.採泥

点等の観測点は31地点でありドレッジ11点柱状試料

採取10点(うちピストンコアリング3点グラビティコアリン

グ5点ロックコアリング2点ヒｰトフロｰ測定5点フリ

ｰフオｰルカメラ･グラブ21点)海底地震計10地点である.

写真8マルチチャンネル音波探査のストリｰマｰケｰブルの

くり出し作業鮫の被害に泣かされる

ユ985年3月号

写真9エアガンに高圧空気を送るコンプレッサｰ�
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写真10柱状採泥器この狭い場所で投入

業安全に気を使わなければならない

･揚収を行うため作

写真11柱状採泥器の揚収作業

写真12フリｰフォｰルグラブ･カメ

ラの投入作業柱状採泥ド

レヅジの測点毎に投下された

写真13

フリｰフォｰルグラブ･カメ

ラの揚収作業航海をつうじて

ベタなぎで作業もはかどった

写真14ドレヅジの揚収作業ソロモ

ン海の海底岩石も採取された

写真15

ソロモン海西端フオン湾の海

底谷から採られたドレヅジ試料

乱泥流により植物片も流されて

きている

地質ニュｰス367号�
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第2図昭和58年度ソロモン海調査航の航跡図と採泥点太線はマルチチャンネル音波探査測線

おもな成果

国際共同研究としての最初の航海であったが数多く

の地質学的地球物理学的情報が得られ現在各国の研究

者によって詳細な検討が行われている.航海前の合意

事項の一つとしてパプアニュｰギニア地質調査所から

航海直後にクルｰズレポｰトカミ刊行されている.今年

7月頃までに論文もできる予定でこれは国際誌の特集

号となる予定である.

ここでは主な調査結果について紹介する.

1ニュｰブリテン海溝に接する斜面域にはほとんど

堆積層がみられず音響基盤から成る｡陸側海溝斜

面には海溝付加帯がみられニュｰブリテン島弧･海

溝系の構造を解く大きな鍵と考えられる.海溝自体

は西方のフオン半島南域で南西方向にのび南方から

西へのびるトロブリアン舟盆との交点までである.

(第3･4図).

1985年3月号

2ソロモン海南西に東西にのびるトロブリアン舟盆は

南への沈み込み帯であり海溝である.現在その地

震活動は少くほとんど活動を停止しっつあると考え

られるが陸側斜面の堆積層が変形されたり海溝付

写真!6寄港地のラエにおけるレセプション地区の商工大臣

文化･体育大臣等も来訪し盛会となる�
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加持カミ存在する様子がみられ沈み込みか

今だ続いていると考えられる(第5図).舟

盆底には2km以上の厚いタｰビダイト等

の堆積層があるがその基盤の深さは北側

のニュｰブリテン海溝と同深度であり堆

積層の厚さだけ浅くなっている.

3フオン半島東方のニュｰブリテン島との

間の舟盆には厚いタｰビダイトが分布して

いるがニュｰブリテン海溝がここに連続

する可能性は考えられない.

4トロブリアン海台から舟盆への斜面には

海底谷がみられ舟盆底へ堆積物を供給す

る主ルｰトとたっている.

5ソロモン海の海洋底基盤には多くの断層

がみられ最近の活動を思わせるものも多

い.主として東西方向に発達するがニ

ュｰブリテン海溝とトロブリアン舟盆が合

流オる西域では海洋底基盤の断層も多くな

り変位も大きい様子がみられる.海洋

底基盤のドレツジ結果は玄武岩の枕状溶岩

であった.

6海洋底と大陸斜面の舟盆域の堆積物は酉

に厚くなるトロブリアン舟盆には2k

m以上の堆積物が分布するカミニュｰブリ

第3図ソロモン海の音波探査断面

(縦軸は往復反射時間:秒)

(本座他1984)北側(左側)

㌭匀

がニュｰブリテン海溝南側

(右側)がトロブリアン舟盆

海洋基盤までの深さは両側4一

ともほぼ等しいカミトロブリ

アン舟盆の堆積物がない部分

だけ水深が浅くなっている5`

6一一

第4図

ニュｰブリテン海溝のマノレ

チチャンネル音波探査断面

(未処理モニタｰ記録)海

溝底には堆積層がほとんど無

くその陸側に海溝付加帯が形

成されている

“ぺ田

地質ニュｰス367号�
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秒

第5図トロブリアン舟盆の音波探査断面図舟盆底の厚い堆積物の分布海洋

基盤の南側への沈み込みその影響をうけて陸側海斜面麓が榴曲してい

る様子カミ読みとれる

相手国に十割要求することは難しく三割

でも得られれば充分であると考えてきそい

る･残りは各国の取り分である.結果

的に全体で十割の成果となる･自国の利

益がないと共同研究として成り立ち難い

がそれのみを追求することはいたずらに

摩擦を増やし何のための共同研究のの提

案であるのか疑われるはめに落ちいる.

相互理解を深めることも目的の一つと考え

る.

ソロモン海はソロモンマイクロプレｰト

から成る興味深い海域であるが今回の調

査航海でトロブリアン舟盆での沈み込みの

発見などその成果は私達のみならず各

国の研究者にとっても大いに満足できるも

のであった.

本調査が開始されるまで計り知れないほ

どの人々がこれに関与し役割を荷なって

いただいている｡対外折衝で述べられて

いるのはその氷山の一角にも等しい.今

回の調査の成果はこれらの人々の協力と理

解に支えられたものであり研究者一同

関連諸氏に深海の謝意を捧げる.

テン海溝では堆積層がほとんどみられ

ない.5

7海洋底には東西方向に地磁気異常の

縞模様がある(第6図)と考えられる.

しかしながら上記の断層活動等で判

�

然としなくなっているところも多い.

8束トロブリアン海台には厚い堆積層

がみられる.堆積層の下位に榴曲し

�

た中新統と考えられる地層がみられる.

6束トロブリアン海盆(調査域南東端)

には活動的な拡大軸カミあると考えられ

る.これはウッドラｰクリフトの西縁8

にあたる.

おわリにg

匀

国際共同研究には種々の方法と形態が

あると思うが本計画は日本が提案し

その主導権を持っているため日本側の

考え方が直接･間接に相手国の意向に大

きく反映する.この様た場合私達が

1985年3月号

一200nT

ユ0

���
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第6図ソロモン海の地磁気異常(上嶋

常がみられる

1984)ほぼ東西の縞模様となった異�


